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平成20年3月3日

都道府県医師会

産業保健担当理事　　殿

日欝購

労働安全衛生法施行令の一部を改正する政令及び特定化学物質
障害予防規則等の一部を改正する省令等の施行等について
（ホルムアルデヒド、1，3一ブタジエン及び硫酸ジエチルに係る
　健康障害防止対策関係）

　時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。

　標記の件につきまして、別添のとおり厚生労働省労働基準局安全衛生部化学物質対

策課より本会宛に、その周知について協力依頼がありました。

　有害な化学物質による労働者の健康障害の予防対策については、特定化学物質障害

予防規則（昭和47年労働省令第39号）等により規制が行われてきましたが、今般

「平成18年度化学物質による労働者の健康障害防止に係るリスク評価検討会報告

書」において、ホルムアルデヒド、1，3一ブタジエン及び硫酸ジエチルについて、関

係法令の整備を検討すべき旨検討結果が取りまとめられたことを受け、これらの物質

に係る労働者の健康障害防止対策の徹底を図るため、同封パンフレットのとおり労働

安全衛生法施行令、特定化学物質障害予防規則等の改正が行われました。

　つきましては、本件の趣旨をご理解の上、貴会関係郡市区医師会等に対する周知方

につきまして貴職の特段のご高配をお願い申し上げます。

　なお、『平成18年度化学物質による労働者の健康障害防止に係るリスク評価検討

会報告書』の概要を参考までに添付いたしました。
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⑧ 事　　務　　連　　絡

平成20年2月21目

（社）日本医師会会長殿

厚生労働省労働基準局安全衛生部

化学物質対策課化学物質評価室長

労働安全衛生法施行令の一部を改正する政令及び特定化学物質障害予

防規則等の一部を改正する省令等の施行等について（ホルムアルデヒ

ド、1，3一ブタジエン及び硫酸ジエチルに係る健康障害防止対策関
係）

　日頃から労働基準行政の推進に格段の御理解・御協力を賜り厚く御礼申し上

げます。

　さて、有害な化学物質による労働者の健康障害の予防対策については、従来

から特定化学物質障害予防規則（昭和47年労働省令第39号）等により規制

を行ってきたところですが、今般、「平成18年度化学物質による労働者の健康

障害防止に係るリスク評価検討会報告書」において、ホルムアルデヒド、1，

3一ブタジエン及び硫酸ジエチルについて、関係法令の整備を検討すべき旨検

討結果が取りまとめられたこと等を受け、これらの物質に係る労働者の健康障

害防止対策の徹底を図るため、同封のパンフレットのとおり労働安全衛生法施

行令、特定化学物質障害予防規則等の改正を行ったところです。

　つきましては、貴団体におかれましても、この趣旨を御理解いただくととも

に、傘下会員事業場等に対する通知、広報誌等への掲載等により、本改正の周

知徹底に御協力を賜りますようお願い申し上げます。

　なお、関係情報につきましては、次のホームページに掲載されておりますの

で申し添えます。

　　htt：〃www．mhlw．o．晶／bun・a／roudouki’u11〆anzeneisei17／index．html



参考
i厚生労働省発表

i平成19年4月6日

平成18年度化学物質による労働者の健康障害防止に係る

リスク評価検討会報告書及びそれに基づく行政措置について

化学物質による労働者の健康障害の防止1こついて・国は消害化学物質に
c

し

iついてリスク評価を行い、健康障害発生のリスクが高い作業等については、リス，

iクの程度等に応じて、特別規則による規制等を行うこととし、平成18年1月に

i労働安全衛生規則を改正し・新たに労働者の化学物質のばく露実態を把握

i

lするための有害物ばく露作業報告制度を創設しました。この報告の対象となる

i化学物質による労働者の健康に及ぼすリスクを専門的に評価・検討するため、
l

l平成18年9月から「化学物質による労働者の健康障害防止に係るリスク評価
i

l検討会」（座長：櫻井治彦中央労働災害防止協会労働衛生調査分析センタ
l

i一所長）を開催し、エピクロロヒドリン、塩化ベンジル、1，3一ブタジエン、ホルムアi

iルデヒド及び硫酸ジエチルの5物質1こついて・リスクの評価を行い・またそれに応i

lじた対策の方向性について検討を行ってきました。

　今般、本検討会の報告書が取りまとめられたので、別添1（1～29ページ

i（魁495KB）・30～45ページ（魁390KB）・46～53ページ（旺416KB）・全体l

i版（PDF：674KB））のとおり公表します・

淳生労働省においては・本報告書を踏まえ・関係政省令の整備を予定しておi

iり・既にアクションプログラムの手続きを開始したところです。
！

iまた、リスク評価を行った5物質について、速やかに本報告書を踏まえた対策

1を行うことを、別添2（RΩ三：204KB）、のとおり関係事業主団体等に対し要請しま

1した。



一報告書の概要一

〔リスク評価の手法の概要〕

リスク評価に当たっては、労働安全衛生規則（昭和47年労働省令第32号）

第95条の6に基づく有害物ばく露作業報告をもとに抽出した一定の作業場に

ついて、作業従事者に対する個人ばく露量の測定等を行い、これらの測定の結

果を、日本産業衛生学会又はACGIH（米国産業衛生専門家会議）が勧告し

た許容濃度等（大多数の労働者がその濃度に毎日繰り返しばく露されながら

働いても、その勤労生涯を通じて健康に悪影響を受けることがないと考えられる

条件）を踏まえて設定した評価値と比較することにより行った。

〔リスク評価の結果と対策の方向性の概要〕

　1　ホルムアルデヒドについて

塗装、配合、サンプリング等の作業について、評価値を超える個人ばく露量が

測定された。このため、事業者は、設備の密閉化又は局所排気装置若しくはプ

ッシュプル型換気装置の設置、作業環境測定の実施等を行うべきである。国は、

そのための労働安全衛生関係法令の整備（労働安全衛生法施行令別表第3

の第2類物質とすること）を検討すべきである。

また、ホルムアルデヒドが原因で、まれにヒトに対して鼻咽頭がんが見られるとの

指摘があることから、国は、一般健康診断を年に2回実施する等の措置を事業

者が徹底するよう、引き続き指導すべきである。

　2　1，3一ブタジエンについて

1，3一ブタジエンの製造工程及び合成ゴム製造工程におけるサンプリング、保

守、点検、分解、組み立て、修理等の作業において、評価値を超える個人ばく

露量が測定された。このため、事業者はこれらの作業における設備の密閉化又



は呼吸用保護具の使用等を行うべきであり、国は、そのための労働安全衛生

関係法令の整備を検討すべきである。

　3硫酸ジエチルについて

硫酸ジエチルを、樹脂の製造工程における触媒として使用する混合、撹拌、混

練、加熱等の作業において、評価値を超える個人ばく露量が測定された。この

ため、事業者はこれらの作業における設備の密閉化又は局所排気装置若しく

はプッシュプル型換気装置の設置を行うべきであり、国は、そのための労働安全

衛生関係法令の整備を検討すべきである。

　4エピクロロヒドリンについて

評価値を超える個人ばく露量は測定されなかったが、有害性の高い物質である

ため、事業者は、既に労働安全衛生関係法令に定められている労働者の健康

障害を予防するための措置を徹底するべきである。国は、そのための指導を引

き続き行うべきである。

　5塩化ベンジルについて

評価値を超える個人ばく露量は測定されなかったが、有害性の高い物質である

ため、事業者は、既に労働安全衛生関係法令に定められている労働者の健康

障害を予防するための措置を徹底するべきである。国は、そのための指導を引

き続き行うべきである。

参考（旦旦E：75KB）



ホルムアルデヒド．1，3一ブタジエン
及び硫酸ジエチルに係る健康障害防止

対策について

特定化学物質障害予防規則等が改正されました
　　改正政省令・告示は、平成20年3月1日から施行・適用されます。
（一部の規定・場合は、平成20年5月31日、平成21年2月28日まで猶予されます。）
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厚生労働省・都道府県労働局・労働基準監督署



有害性蕪萄性ぐ■用達の例，一

1

2

3

4

発がん性（※1）

グループ1（ヒトに対して発がん性あり）

感作性（アレルギー）（※2）
・気道感作性第2群（ヒトに対しておそらく感作性があり）

・呼吸器感作性第1群（ヒトに対して感作性あり）

その他の人体への影響（※3）

　　気体（沸点一19．2。C）

空気より少し重い（比重1．08）

　　　水によく溶ける

・皮膚を刺激し硬化させ、ひび割れ、潰瘍を生ずる。蒸気は目を刺激し、涙が出る。

・吸入すると、粘膜が刺激されてせきが出る。

・慢性症状として肝臓・腎臓の障害が起こる。

用途の例
防腐剤、消毒剤、塗料、接着剤、メッキ液、農薬、脱臭剤、界面活性剤、有機合成原料

※1発がん性は、IAR
C（国際がん研究機関）

の評価による。

※2日本産業衛生学
会の評価による。

※3人体への影響の
出典は、『化学物質の

危険・有害便覧』（中央

労働災害防止協会）。

1　発がん性（※1）

　気体（沸点τ414℃）『

空気より軽い（比重0．6）

グループ2A（ヒトに対しておそらく発がん性あり）

その他の人体への影響（※3）

・濃厚なガスは麻酔作用を示す。（希薄なときは顕

著には現れない。）

・皮膚・目・鼻の粘膜などを刺激して、炎症を起こ

すことがある。

用途の例
合成ゴム原料（SBR，NBR等）、ABS樹脂、

ナイロン66の原料

2

3

1　発がん性（※1）

2

3

無色の液体（沸点209。C）

グループ2A（ヒトに対しておそらく発がん性あり）

その他の人体への影響（※3）

・眼、皮膚、気道を刺激する。

・エーロゾルを吸入すると肺水腫を起こすことがある。

・飲み込むと、腹痛、灼熱感、吐き気、咽頭痛を引き

起こすことがある。

用途の例
エチル化剤（染料原料、医薬品原料、農薬原料等）、

ファインケミカル工業での使用

者物質ごとの主な規定の適用 （一覧）
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　　　　　　　物質名

@　　　規制内容法　　条ム　　　　　派

ホ
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ド

1
■
3
1
ブ
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エ
ン

硫
酸
ジ
エ
チ
ル

密閉式 ○ 測定結果の評価 O
4 先 特定第2類物質等

ﾌ製造に係る設備
局排 O

36の2 先
管理濃度（ppm） 0．1

フ’ cシュプル O 36の3 先 評価の結果に基づく措置 O
密閉式 O 37 先 休憩室 O

5 先

特定第2類物質ま
ｽは管理第2類物
ｿに係る設備

局排 O
特別規定
i38の17）

特別規定
i38の18）

38 先 洗浄設備 ○

プツシュフ’ル O 38の2 先 飲食等の禁止 O

特
定
化
学
物
質
障
害
予
防
規
則
（
特
化
則
）

7 先 局排の性能 0．1ppm 0．5m／sec 0．5m／sec

特
定
化
学
物
質
障
害
予
防
規
則
（
特
化
則
）

38の3 先 掲示 O O O
8 先 局排等の稼働時の要件 ○ O ○ 38の4 先 作業記録 ○ O O
12の2 先 ぼろ等の処理 O 38の17 先 O
第4章 先 漏えいの防止 ○ 38の18 先

特別規定
O

27 先 作業主任者の選任 O 39．40 先 特殊健康診断

実施 ○ 42 先 緊急診断 ○

36 作業環境

ﾌ測定 記録の保存 30年 53 先 記録の報告 ○ O O
先
■
1

57
一 表示 O ○安

衛
則
45　　　　特定業務従事者の健康診断 ○

安
衛
法 57の2 一 文書の交付 ○ ○ ○

口　今回新たに義務付けられた規定　　※「安衛則」は労働安全衛生規則（昭和47年労働省令第32号）　※「安衛法」は労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）

※　　「派遣」の列の欄は、派遣労働者の場合に義務を負う事業者の区分を示す。　「先」が派遣先事業者、「元』が派遣元事業者を表す。

※　安衛法第57条（表示）及び第57条の2（文書の交付）の規定に関しては、譲渡・提供者に義務がある。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0



　　　　　　餐△一◇△』鷺鰻懸耀繍羅薦縷縷欝綴縮

○ホルムアルデヒドを製造し、又は取り扱う作業全般

○重量の1％を超えて含有する製剤その他の物

発散抑制措置 ㊦
3③以外は、魍且！旦より措置が必要です。ただし、
平成20年3月1日～平成21年2月28日に製造・取扱い設備を

新設する場合には、新設する時点から措置が必要です。

ホルムアルデヒドを製造し、又は取り扱う作業全般について、ホルムアルデヒドのガスの発

散による労働者のばく露を防止するため、次のような措置を講じなければなりません。

1ホルムアルデヒドの　’工口寺ヒ目1　4条）

①製造設備を密閉式の構造とすること
②労働者に製造するホルムアルデヒドを取り扱わせるときは、隔離室での遠隔操作によ

　ること
③計量作業、容器に入れる作業、袋詰めの作業で、①及び②の措置が著しく困難であ

　るときは、ホルムアルデヒドが作業中の労働者の身体に直接接触しない方法により行

　い、かつ、当該作業場所に囲い式フードの局所排気装置又はプッシュプル型換気装置

　を設けること
2　・工・髭　のホルムアルデヒドのガスが　赴　る　　　　日　寺ヒ副　5条
①発散源を密閉する設備、局所排気装置又はプッシュプル型換気装置を設けること
②①の措置が著しく困難なとき、又は臨時の作業を行うときは、全体換気装置を設ける等

　労働者の健康障害を予防するため必要な措置を講ずること
3　一　々壮置　びプッシュプル刑　た一士置の　　　点
①構造、性能等について一定の要件を満たす必要があること（特化則第7条及び第8条）

　　（局所排気装置に係る抑制濃度は0．1ppmです。）
②定期自主検査、点検を行うこと（特化則第30、32、33、34の2、35条）

③設置計画の届出（安衛則第86条、第88条及び別表第7）
（設置・移転・変更しようとする日の

30日以上前に届出が必要です。）
3③の計画届は、製造設備・発散抑制設備を王鯉旦
までに設置・移転・変更しようとするときは必要ありません。

局所排気装置（外付け式）の例 。

㊥

吸込み側フード
（プルフード）

　　　
甲一一一一一一
x一一一

サ
1二嫉二 ＼

吹出し開口

　　吹出し側フード
　（プッシュフード）

プッシュプル型換気装置（開放式・水平流）の例



漏えい防止又は緊急時のための措置等　従前より義務づけられています・

　　ホルムアルデヒドを製造し、又は取り扱う設備で移動式以外のもの（特化則で「特

　定化学設備」といいます。）からの漏えい事故等による労働者の健康障害を予防する

　ため、次のような措置を講じなければなりません。

　　①腐食防止措置（特化則第13条）
　　②接合部の漏えい防止措置（特化則第14条）
　　③バルブ等の開閉方向の表示等（特化則第15条）

　　④バルブ等の材質等（特化則第16条）
　　⑤送給原材料の表示（特化則第17条）

　　⑥作業規程（特化則第20条）
　　⑦設備の改善等の作業時の措置（特化則第22条及び第22条の2）

　　⑧適切な容器の使用等（特化則第25条）
　　21えい．かど里常、・又急、のための仕置左

①2以上の出入ロ（特化則18条）
②計測装置の設置（特化則第18条の2）
③警報設備等（特化則第19条）
④緊急遮断装置の設置等（特化則第19条の2）

⑤予備動力源等（特化則第19条の3）

⑥不浸透性の床（特化則第21条）
⑦漏えい時の退避等（特化則第23条）

⑧救護組織、訓練等（特化則第26条）

3点　帯動某シ臣妹　　への届
①特定化学設備の定期自主検査及び点検（特化則第31、32、34、34の2、35条）
②特定化学設備の設置等の計画の届出（安衛則第86条、第88条及び別表第7）

　　　　　　　　　　従前より義務づけられています。

作業主任者
　　　　　　　　　（特化則第27条及び第28条）

　ホルムアルデヒドを製造し、又は取り扱う作業（試験

研究のため取り扱う作業を除く。）については、「特定化

学物質及び四アルキル鉛等作業主任者技能講習」を
修了した者のうちから、特定化学物質作業主任者を選

任し、次の事項を行わせなくてはなりません。

　①作業に従事する労働者がホルムアルデヒドに汚
　染され、又は吸入しないように、作業の方法を決定

　し、労働者を指揮すること。

　②局所排気装置、プッシュプル型換気装置その他

　労働者が健康障害を受けることを予防するための
　装置を1月を超えない期間ごとに点検すること。

　③保護具の使用状況を監視すること。

季う

㌧
＼

ε
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◎



作業環境測定 ㊦
…’ Q1　3　1日

　より適用

（特化則第36条～第36条の4）

○ホルムアルデヒドを製造し、又は取り扱う屋内作

業場については、6月以内ごとに1回、定期に、作

業環境測定士（国家資格）による作業環境測定を

行わなければなりません。

○その結果について一定の方法で評価を行い、評
価結果に応じて適切な改善を行う必要があります。

○測定の記録及び評価の記録は30年間保存する
必要があります。

○管理濃度は、0．1ppmです。

健康診断
（安衛則第45、51、51の4、52条）

ホルムアルデヒドのガスが発散する場所における業

務に常時従事する労働者を対象として、当該業務への

配置替えの際及びその後6月以内ごとに1回、定期に、

健康診断を行わなければなりません。

※この健康診断の項目、結果の記録、事後措置等については、
　常時使用する労働者に義務付けられている1年以内ごとに1回

　行う一般健康診断の場合と同様です。

誉へ　
一
＼

その他の措置 新規適用の規定は、塾
生且且⊥旦より適用されます。

●保護具（特化則第43条～第45条）
・ホルムアルデヒドに有効な呼吸用保護具、保護衣、

　保護手袋等を備えること。

▲関係者以外の者の立入禁止（特化則第24条）
○作業の記録の保存（特化則第38条の4）
・作業の記録を30年間保存すること。

○休憩室、洗浄設備の設置（特化則第37条及び

　第38条）
○喫煙、飲食の禁止（特化則第38条の2）

O取り扱い上の注意事項等の掲示（特化則第38
　条の3）

○が新規。▲が一部新規。●は従前より。



（特化則第38条の17及び第38条の18）

，』◇』
　　　※特化則の規定の適用を受ける含有率に関わりなく、1，3一ブタジエンに係る表示・

L◇妾育雛灘峯灘誘繍離蟹茎聚欝欝月
　　　30日まで1％以上、平成20年12月1日より0．1％以上となっています。

1，3一ブタジエン 01，3一ブタジエンを製造し、若しくは取り扱う設備から試料を

ﾌ取し、又は当該設備の保守点検を行う作業

寶d量の1％を超えて含有する製剤その他の物

硫酸ジエチル ○硫酸ジエチルを触媒として取り扱う作業

寶d量の1％を超えて含有する製剤その他の物

唖画歴〕⑱ 3③以外は、王威塑旦より措置が必要です。ただし、平
成20年3月1日～平成21年2月28日に新たに生じた作業場所に
おいては、その作業場所を新設した時点から措置が必要です。

　対象となる作業については、
1，3一ブタジエン又は硫酸ジエチルのガス又は蒸気の発散による労働者のばく露を防止す

るため次のような措置を講じなければなりません。

　1発散源を密閉する設備、局所排気装置又はプッシュプル型換気装置を設けること。

21の措置が著しく困難な場合、又は臨時の作業を行う場合は、全体換気装置を設

　け、又は労働者に呼吸用保護具を使用させる等労働者の健康障害を予防するため

　必要な措置を講ずること。
3局所排気装置及びプッシュプル型換気装置の要件、点検、届出等

　①構造、性能等について一定の要件を満たす必要があること
　　　（局所排気装置の場合は、2物質とも制御風速が0．5m／sec）

　②定期自主検査、点検を行うこと
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3③の計画届は、発散抑制
　③設置計画の届出（安衛則第86条・第88条及び別表第7）　設備を…・20531日まで
　　　（設置・移転・変更しようとする目び）30日以上前に届出が必要です。）　に設置・移転・変更しようとす

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　るときは必要ありません。

掲示　　　㊦　　’”2031日より適用

　見やすい箇所に、①対象物質を取り扱う場所である旨、②人体に及ぼす作用、③取扱

い上の注意事項及び④使用すべき保護具について掲示することが必要です。

作業の記録㊦　　’”203旧より適用

　1月を超えない期間ごとに、①労働者の氏名、②従事した作業の概要及び当該作

業に従事した期間及び③汚染事故等の概要及び応急措置の概要を記録し、30年間

保存することが必要です。

⑤



参照条文

■」一上し一　（第1類物質の製造等に係る設備）

第四条　事実κは、特定イ、■、拍半ワ賢くltオーラミン等〔以ド「牡’定『第1頒物質等」という、，

　を製造する、1貨備については、密閉式の構＿の1、のとしなければたらない

2　 事聾者’lt、その製造ド計る禦fひピ第二賀i物質与｝・をツタf動者に1寂り手及わせて〕ヒきほ、隔離室

　ての遠隔操作に虻らなけれほたド，たい　たたし、粉状の特定第一1r〔i物質曳・1を湿潤な状

　ぎ虐1二して1在口羽セ＃卸せ’るときlt、　二げバ1艮｛，『丁ノ£し・

3甲j写二聾者’は、そr4，冬芝｝宣づ帰る才で1セ祥∫一二仁‘桝初買’亨を，討尋止し、’容雑石こ人身し、又け袋，1占Aへすろ

　作髭を1∫う場討二おいて．”1項の規定に辷るこヒが吝しく困難で，む）るときほ、当該
　f下輩乏を一当ll斐！持㌻ヒπ∫　i臨純勿f1争　　f4尋、叫コぜプ万’1動κtね身f木1二1肖1才妾イ農亀虫しノCL・方1ノ、1二長”lf

　い、かつ、㌦1刻1購を11’う場1，lrに囲い式一ノードの1，、1所測試装置叉はフッシュフ’レ型換

　気装置を‘，’乏けなけれげならない

第’傑1　κけ、特定第勲物質のカス、．予11気ぞ靴くは粉じノし力　散する屋内作　　〔特

　な』∫1煩物質を製造する場合、特定第二植物質を製造する事ヰ㌧場において当該特定第
　　ポ桝勿t翌をIR‘｝手境う鳥去’）、寿豪くノし．艦i∩1蒸をh’う」号∫↑1ニオ5し・「＝1了1，311ノま∫喜一i；霧急場’17針’し

　くは20に掲げる物又1■t別表第一一第トヒ場・若しくは第1卜｝」に掲げる物（以下「臭化メ

　チル等」とい〕　1を取り士，乞うとき、及び含～川去第三第二号・30に掲げる物又は別1ミ第

　　一篇　　トリーに掲げる物（以1ご　「ベンセン等」　という　）を溶剤（希釈斉IIを含む■、、第　　ト

　ヘ条のト’」｛において同じ）として取り扱う場合に特定第二煩物質のガス、蒸気又は粉
　じ／レカ・‘〔ゴ放すイ）馬射勺f守丼、ナ易を’P繁く，）　又lt∫L穿∫聖算∫．二」贖物ITσ）ガス、、蒸気（～㌔二しくf士半分じノレ

　が驚散する屋内作業場についてほ、当該特定第一1麺物質若しくは管理第一コ物質のガ

　ス、蒸気若しく1－t粉じんの瘡散源を密閉する設備、局所排気装置又はフ・ノシュフル型

　換気装置を設けなければならたい　ただし、当該特定第二頽物質告しくは管理第署1
　‘吻歴て｛ノ）ガス、孝iな（才了しく｛士半分じノレび）‘産出（抑1〔を1藍胃1する一生1蒲、’司ゆ甘非気聖目貴著，＝し・くltフッ

　シュフ・レ型換気・装置の設置が著しく1羽雑なとき、又け1臨時の作嚢を行うときけ1、二の

　限りてない，

2　 事業者｛ま、1短∫貞ただ重し，咋グ）封1ひセ1こよ二り特ひセ第　 す昇勿㌍｛若し（1ま午年別t符1二11頁生初でfげ）ガ

　ス、蒸気若し（は粉じん（ノ巧6散源を密閉する設備、局所排気装訟又はプッシュプル型
　換気e隻1程を設けノ£し・」場合1こ1一土、　灸f奪4負腹曳生壁紹こを記と1ナ、　又1まロ％，1亥雪年〕ピ耳∫　．有川勿肇重マ？しく

　は管理策1類物質を湿潤な状態にする等労働者の健康障’、当：をf・防するため必要た措置

　を訴苛じな・1ナオtlfオ£らノ£し・

　〔局所排気装置等の要件）

第’ヒ条　事業者は、第こ条、第1兀1条範｛項又は塘五直第一・項げ）規定にkり設ける局所排

　気装置｛第三条第一・項ただし、咋の局所排気装置を言む　次条第一項において同じ，）に

　ついては、次に定めると二ろに適合するものとしなければならない・

　一・　フードは、第一煩物質又は第”顯物質のガス、蒸気又は粉じんの発散源ごとに設

　　けられ、かっ、外付け式又はレシーバー式」）フードにあっては、当該発散源にでき

　　るだけ近い位置に設けられている二と，

　　　ダクトは，長さができるだけ垣．く、ベンドの放ができるだけ少なく、かっ、適当

　　な箇所に掃除口が設けられている等掃除しやすい構造のもぴ）であること一

　三　除じん装置又は排ガス処理装置を付設する局所排気装置のフアンは、除じん又は

　　排ガス処理をした後の空気が通る位置に設けられていること，ただし．吸引された

　　ガス、蒸気又は粉じんによる爆発のおそれがなく、かつ、フアンの腐食σ）おそれが

　　ないときは、こヴ）1服りでなし・

　四　排気口は、屋外に1設けられている二，と，

　丘　厚生労働’く臣が定める性能を有’す’るものであること、

2　事業者・け1、第三粂、第四条第三項又は第h．条第・項の規定により設けるフッシュフ

　ル型換気装置については、次に定めるところに適合するものとしなければならない，

　　　4クトは、長さができるだけ短く、ヘンドの数かできるだけ少なく、かつ、適当

　　な箇所に掃除口が設けられている等掃除しやすい構造のもσ）である二と

　　　除じん装置又は排ガス処到1装置を付設するプッシュプル型換気装置のファンは、

　　除じん又は排ガス処理をした後の空気が通る位置に設けられていること，ただし、

　　吸引されたカス、、雀気．｝くは1粉じんによる爆発のおそれがな（、かつ、ファン（1，腐食

　　のおそれがないときは、こく／）限りでない一

　三　排気1－1は、屋外に設けられていること，

　四　厚生労働大臣が定める要件を具備するものであること，．

　（局所排気装置等の稼働）

第八条　事業者一は、第三条、第四条第二項又は第五．条第・項（ノ）規定によ匂設ける局所排

　気装置又はプッシュプル型換気装置については、第一類物質又は第1頬物質に係る作

　衷が行われている問、厚生労働ノ（臣か定y）る要件を満たすように稼働させなければな

　らない「

2　’1ド業者は、前項の局所排気（装置又はプッシュプル型換気装置を手樽働させるときは、

　パツフルを設けて換気を妨～、！；＋る気流を排除する等当該装置を有効に稼働させるため

　必要な措置を講じなけれはならない，

　（測定及びその記録）

第’三1一六条事業者は、倉第一二1一弄一条第L∫号（わ作業場（石綿筆r（石綿障■，軌：f防規則1平成

　1・し年厚生労働省青第コ・・号，．以下「石綿則」という，）第一■二条に規定する石綿等を

　いう．、1ユド1司じ）に係るものを除く，）について、六月以内ごとに一・腰L定期に、第

　　・傾物質（イ宇別表第一i舞レ号8に掲げる物を除く、）又は第一二煩物質（別表第・に掲げ

　る物を除く）の空気中における濃度を測定しなければならない。

2　事業者は、前項の規定による測定を行ったときは、その部度次の’拝項を記録し、二
　れを三｛1もド「」f果合二しノclナオtけfノ£らノ。し・。

　一　測定日1呼

　　　漫II定方童去

　　　測定箇所

四　測定条件

l11　測定結果

　　油」定を実施した者の氏名

ヒ　測定結果に基づいて当該物質によろ議

　当該措置（わ順1要

帖働者の健康障害σ）■f・防措置を、1苗じたときは、

3・1ボ聾者・ft、目1∫」頁［ノ，11”」㌔ヒ‘ハ1：己≦．素αrうち、f了1弓q表第こ第・｝3・1、2を’1しくlt4カ日》7主で

　に掲：rる物くは11∫俵第一1｝二qから6セて、8、12、H、15、19、21、2｛～．29、30、31

　の2ぎ、：しく1土：坦1二投射rる＃勿1二f系る｝則，セσ猛己≦依“fiU＝1二1司53・ll若しく1土211二才葛1デる薯勿又

　ほ別表第・第卜弓ナ持しくほ第二1一・号に掲げる物（以ド「クロム酸一i」という，）を

　製造する作嚢1棲ひケr」ムA、・’を鉱fイから製造する事嚢場においてケロム酸等を取り扱

　、脅書、場について行った1了別表第三窮1号H〕〈は21に掲げる物に係る1則定の記録につ

　いては、　ヨー年間保存す考芹」のヒ十る，

　（測定結果の評価）

第　 1‘，’く条σ）二　一蓋業者1土、　行男IIノξ；有毛第一｝♪3片し（は61こ掲1デる物又にk同ノ6特＿i｝ナ

　1かむ二一7起て、10．ll、13から25麦で、27から31の2主で若し・〈は：33から36美で
　に掲げる物にf系る屋1勾作業場について、前条第■一一』貞又は労働安盆衛生法　〔以ド　「法」　と

　いう）第なト五条第五項の規定による測定を付つたときは、そぜ）都度、速やかに、厚

　生労働フく臣｛ノ｝定座，る作婁環境酢i－r価基準に従って．fう＋、環境の管理び）状態にエ占じ、第一管

　理区分、第1管理区分。（は第こ管理区分に区分することに，上り当該測定び）結舞、のr，1価を

　行オ）なけれほならな’し・，

2　・ド業者は、前項の規定に上る評価をbつたときは、その都度次の事項を記録して、こ
　オLを一．ll一隅jf呆イゴ！しオ£1ナオし1士ノ£らノ£し・．

　　　評価日時

　二1，漏”1箇所

　　　111二｛而結果

　四　評価を実施した者の氏名

3　事無音は、前項の。1価の記蛋乗のうち、令別表第三第一号6に掲げる物又は同表第二号

　4｝う・ら6ま1で、　1・1、　15、　　9、21、29、30若しく1ま31〔ノ）21二掲lfる斗勿1こf系る喜平ffHi（ノ）、i己鼻糞

　並びにクロム酸等を製造すろ作糞場及びクロム酸等を鉱石から製造する事業場において

　クロム酸　を取り扱う作業場について行った令・別表第三第二号ll又は21に掲げる物に

　係る評価の記録については、一計・年間保存するもσ）とする、

　（糾価0）亀li果に基づ一く措置）

第三卜六条の｛’ll艦首は、前条第一・項の規定に上る評価の結果、第γ珊区分に区分さ

　れた場所については、直ちに、施1，簗、設備、作業」1穫又は作業方法の、点、検を行い、そ（わ

　舞，嘱、果に基づき、施設又は設側1び扁隻置文は整．備、作業工程．又は作業方法の改善・そσ）他1乍婁

　環境を改善するた産）必要な措置を講じ、当該場所び・）管理区分が第一■・管理区分又は第二管

　理！区分となるよう1こしなけオtにfならなし・一

2　事業昔は、前項び）規定に，実る措置を講じたときは、その効果を確認するため、同項の

　場所について当該特定化学物質の濃度を測定し、及びそヴ）結果び）評価を行わなければな

　らない。

3　前二項に定’めるもび）のほか、事業者は、第一項の場所については、労働者に有効な呼

　吸川保護具を使川させるほか、健康診断σ）実施そσ）他労働者の健康び）保持を図るため必

　要ノf手持置1を言置じノCけれlfならなし・，，

第

2

（一・一三一ブタジエン等に係る措置）

　卜八条の1’L　事裳者は、一・三一ブタジエン又は一・三一ブタジエンをその重量の

一一 pーセントを超えて含有する製剤そび）他の物（以■ドこσ）条においてr一三一ブタジ

エン等」という一）を製造し、若しくは取り扱う設備から試料を採取し、又は当該設備

の保守、ll工検を行う作業に労働者’を従事させるときは、次に定V）るところによらなければ

ならない、

　　　　三一ブタジエン等を製造し、若しくは取り扱う設備から試料を採取し、又は

　当該設備の保守点検キ行う作業場所に、一・二一ブクジエン等のガスび）発散源を密

　閉する設備、局所排駄袋置文はプッシュプル型換気装置を設けること，ただし、■一・

　一三一ブクジエン等のガスの発散源を密閉する設備、局所排気装置若しくはフッシュ

　フル型換気装置の設置が著しく困難な場合又は臨時σ）作裳を行う場合において、令

　体換気装置を設け、又は労働者に呼吸用保護具を使用させる等労働者の健康障害を

　予防するため必要な措置を講じたときは、この限りでない、

■二　一・・二一フタジエン等を製造し、若しくは取り扱う設備から試料を採取し、又は

　当該設備σ｝保守，点検を行う作業場所には1、次の事項を、作業に従事する労働者が見

　べ⊃すい箇「弄に掲示づ『ること，．

　イ　　一・三一フクジエン等を製造し、若しくは取り扱う設備から試料を採取し、又

　　は当該設備の保守，・1、己検を行う作業場所である旨

　ロ　　一・

四

三一フタジエン等の人体に及ぼす作用

　　三一ブタジエン等（わ取扱し

使用すべき保護具

　三一ブタジエン等を製造し

・hσ）注意事1頁

、若しくは取り扱う，設備から試料を採取し、

及ひ第八条の規定は同号び，プッシュプル型換気装置について準用する

一・ �ﾐ）局所排気二隻置が屋外に設1

κ号の規定、

1こは同条・わ

又は

当該設備の保守、・1，文検を行う作業場所において常時作業に従事する労働者について、

・月を超えない期間ごとに次の事項を記録し、これを÷卜年間保存する二と。

イツ釘動者一（わ上モ名

ロ　従事した作業の概要及び当該作業に従事した期間

ハ　一・三一ブタジエン笠により著しく汚染される事態が生じたときは、その概要

　及び事業者’が講じた1、と1急．の措置の概要

　　　一三一ブタジエン＾を製造し、若しくは取り扱う設備から試料を採取し、又は

当該設備の保”1二．点検を1」う作裳に労働者を従事させる事業者は、事業を廃止しよう

とするとき1ま、特別管理物質塘B「」係言己録、等報告書’（様式第卜■」号）に前号（わ作業iの

記録を添えて、所軒労働，去準1，．、僧署長に提出する二と．

第1』条第一項及び第八条の規定は前項第一一号の局所排A装置について、篤し条第二項

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ただし、前項第

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■・項塘四号及び第

　　　　　前項窮一号・のプッシュプル型換気装置が屋外に設置されるものである場合
　　　ゲ∫’二∫頁第1三｝ナ及U＝第［」q髭｝（ノノ規定’仁上、薯準」肩しオ亡し・，

置さ るものてある場合には第ヒ条第

　（硫酸ジエチル等に係る措置）

第　卜八条の1’八　事業者・は、硫酸ジエチル又は硫酸ジエチルをその重量σ）一パーセント

　を超えて含有する製剤そグ）他び）物（以下こσ）条においてr硫酸ジエチル等」という「，）

　を触媒として取り扱う作業に労働者を従事させるときは、次に定めるところによらなけ
　れ、ばならノ£い，



　｛瑞　∫1．チ’L等を触媒』して1kり扱う

源！を三尉閉一むイ11，糞1蒲、局所排気：隻置丁く1－tソ

し、硫酸シエチル穿の，蒸’くし〔ノ巧。散f原を1“謝

フノし型換気：｝芝置4｝設置、う；苫二しく困難た場

休換気∫、置をr，匙け、ては旧り働者一に呼吸用

ゴ・防するため・ピ”ノ。措置を，，億ヒたとき1土、

冒、場所に、1］‘L白｛二Lチペ1・1の．撒〔」晩散

，シ∫⊥フノL”、l！換気装置を設ける二と　ただ

1する、，受備、局所排気装置素、：しくは一八ノシュ

奇くは臨時の作製を向う場合において、粂

鴇，坐具を使用させる’、り働者の健康11章害を

　ユ・ハ1沢IIてたし・

硫酸シエチ’し．、を触姑1、としてlr四扱・琳鞄土地には、次L炉」瀬焦

る労働者・．い見一やづ一い箇所に4掲示Fトる二と

f　｛1寵百　 エチノレヘ　⊥・角虫か裟としr〔

ロ　硫酸ンェチザ　，ノ、体に及ほ

　　｛i，記酉隻シコー・チル、土tね1に↓及し・一hJη

二　 IIヒ川すべき1娘，，董其

1’り扱う作一掌ξ場所てある旨

二，→�p
i，脈串1項

｝
一

　　　li、1i酸ジエチル鱗を触媒として取り扱うn巽場所において常時∩＋、に従‘ドする労働

　　昔について、一月を超えない難問ごと1二次の・1噸を、言己肌、これを三図澗1細くす

　　9二と
　　イ　労働者一の氏名

　　ロ　従事した“耳、の既要及ぴ1，，刻1・に従事した均1間

　　ハ　硫酸ジエチルヘ・，により著しく汚染される■！ド態が生じたときは、その概要及び事

　　　業者’が，，鑑じた耳じ危互（ノ井昔置の1班一要

　四　硫酸ジエチル等を触媒1として取り扱う作業に労仙1者を従事さ・ぜる事業者け1、事飛

　　をr｛舐しbとするときは、特別管理物質際」係，1己鱒1’報lt譜（髄t制’弓｝1に

　　前号の伯＋、の，記録を添えて、所脚フナ働j，㌧準唇、註f署長に提出する二と

2：耳発条第…項及U第八条の規定は前∫蝉労び〕局所排気脚’1！について、第L篇江

　項及び第八条の規定は同号び）フヴシュフ’し型換気装置について準用する、ただし、前

　項第一一号グ）局所↓」卜気装置が屋外に一設置されろものである場合には第ヒ条第一一∫貞第四号

　及び第五号の規定、前項靖・号のプッシュプル型換気装置が屋外に設蹟されるもび）で

　ある場合には同条第二∫1『葡二男及び第1」L拐・の規定は、準用しない

　　　　　　　　　　　“1ノ　■　・‘モ’鴇　’「　’■∈・二・　（1

物の種類
1
直

（略）

ホ’しムアノしテヒト o． 1、ン『1∫セン チメートル

（略）

備考’二の表の1朔北、

Ai変物川国取は’～F績を’」㌃す

温度一．1一一II二度㌧ 気圧1ノ）空気 ・立1∫メートノL当たりに占A’1る当

　1捌嬉；第一｝3・1、2、4、5どfUは7に掲lfる物～1’し“坤PJ8に掲げる
物てlrfj｝｝1、2、4、5ど，：し“t7にf系るもの、同表第』号8、i2、19、26、29若

しくは認に掲げろ物若しくは特定化学物質障害■重防規tlll別コ、第一第へlj・、第卜■■－1圭

第1弔し号、第一1トノ、号、第1卜1し号若しくは第｛卜二号に掲げる物ては一　ヘーフ

ノノジエン持しく住一・i一フタシエンを屯1“iの■・パーセントを超えて含有すろ製剤

その他の物持L（は硫酸ジエチ’レ若しくは硫酸ジエチ’しをlf’1’の　パーセントを超

えて含flする製剤その他の物のガス、蒸気又1－t粉じんが是散する作業場に設ける局

胴」1気装置にあヴCは、次び）ノ紗1澗に掲げる物の状態に応し、それぞオII百俵のド

欄に定～ムる制御原L速を出し得ること、

井勿の状態

カス状

申立子ツこ

制御風速（単位・秒当たりメートル1

〔）、5

1．0

　（産業医の選任）

第1・モ条　　（略）

　　　　（略）

　二　　（略1

　　　　イ～ノレ　　　（日暮）

　　　　ヲ鉛、梱！、ク・ム、砒素、‘帥ノ）、弗fヒ紹｛、塩素、塩酸、硝酸」Ill硫酸・硫酸・

　　　　　　酸化縦列き、』耐、化炭素、青酸、ベンゼン、アニリンその他これらに準ずる有

　　　　　害物のガス、蒸気又は粉じんをテε散する場所における業務

　　　　（以ド田許）

　（特定業務従事者0）健康診断）
第四卜∫£条　睾業者は、第1・三条第・項第■二｝ナに掲1ずる業務に常時従事する労働者に対し・

　当該業務への配置替えσ）際及び六月以内ごとに…回、定期に、第四レ四条第一項各号

　に掲げる項目について医師による健后1、，診断を行わなければならない，この場合におい

　て、同項第四号σ）項目については、一年以内ごとに一・回、定期に、行えば足りるもの

　とする、，

2～4　〔略）

　（†．予定化学物質の濃度の測定）

第1・条（略）

2　前項の規定にかかわらず、空気中σ）次に掲げる物の濃度の測定は、検知管ノ∫式によ

　る測定機器を用いる痘法によることができる．ただし、空気中の次の各号び）いずれか

　に掲げる物の濃度を測定する場合において、当該物以外の物が測定値1に影響を及ぼす

　おそれσ）あるときは、この限りでない，一

　一一～ヒ　　（田谷）

　八　ホルムアルデヒド
　（↓スド胴各）

別表第－一・（第1・条関f系）

備考
　　　こ」）長における制御風速は、局所排気装置のてi一ぺてのフードを開放した場合の

　　風連をいう。

　　　この表における制御風速は、フードの型式に応じて、それぞれ次に掲げる風速

　　をいう
　　イ　囲い式フート叉はフース式フードにあっては、フートの開口面における最小

　　　風速
　　ロ　外付け式フード又はレシーバー式フードにあっては、当課フートにより第

　　　一類物質又は第二頒物質のガス、蒸気又は粉じんを吸引しようとする範囲内に

　　　おける当該マートの開口面から最も離れた作業位置の風速

物の種類　　　　　　　　　試料採取方法　　　　分折方法

（略）

ホルムアルデヒド　　　　固体捕獲与法　　　　高速液体クロマトグラフ分析方法

（略）

∩　　、二庸　苧　所駈’k’1－　1の　愉に基づ　，1ノニ泓　　‘1i　I”fめる：　（1η　1［イ三労

　　特定化学物質障い，1♪防規則篤し条第一∫∫し第f［域〔第τ刊・八条げ）1・六第二項、窮三1一

　八条び）十ヒ第r項及び策三十へ条のト八第r項において準用する場合を含む⇒及び塘
　二五1一条第一’項第し号一（㌶写圧1・条の一1第二1項｛こおいて準用て1『る場合を含む。）σ）厚生労

　働大臣が定める性能を次のとおりとする。
　一一労働安↑こ衛生法施行｛↑（昭和四トヒ年政令第一il［f卜八13・，以下r奢」という止1）別

　　表第三第　・号3若しくは6に掲げる物若しくは同号8に掲げる物で同号3若しくは

　　6に係るもの又は周長第．こ1ナ1から7まで、9から11まで、］3から18まで、20か

　　ら25圭で、27、2H、30か嶋1の2主で手’1しくは33か1〕36主でに掲げ御句若しく
　　は特定化学物質障害P防規貝1』別表第一第…号から第L場圭で、第九｝3・から第1’一弓｝

　　まで、第1一三号かLi」第＋八号まで、第一二一冊から第fll五号まで、第二＋ヒ号・第

　　　　1・八号、第三1一号から第三卜弓ナ0）三主で若しくは第三1・三号から第三I－六号主

　　でに掲げる物のガス、蒸気又は粉じんが完散する作簗場に設ける局所排気装置にあ

　　つては、そのフートの外側における1了別表第一i第一一号・3若しくは6に掲げる物又は

　　［、lj麦笛二号1から7主で、9から11tで、13からIR表で、20から25まで・27・
　　28、30から31の2まで若しくは33から36表でに掲げる物の濃度が、次の表の上

　　欄に掲げる物び）f耐に応じ、それぞれ国表の下欄に定めろ値を超えないものとする

　　二と、

　（測定結果の評価）
第二条労働安全衛生法第六十κ条の二第一項の作業環境測定の結果の評価は、単位作業

　場所（作業環境測定塩〕ll、（昭和五十・年労働省告示第四卜六号）第二条第・項第一・号に

　規定する単位作業場所をいう。以卜同じ。）ごとに、次の各号に掲げる場合に応じ．そ

　れぞれ当該各号の表の下欄に掲げるところにより、第・管理区分から弟三管理区分まで

　に区分することにより行うもゲ）とする，

　一一　’、測定（作業環境測定基準第二条第一項第■号から第二号までび）規定により行う測

　　定（作業環境測定去劉第十条第四項、第十条の二第二項、第十一条第二項及び第十

　　三条第四項において準用する場合を含む。）をいう、以下同じ、）ヴ）みを行った場合

管理区分 評価慎と測定対象物に係る別表に掲げる管理濃度との比較び）結果

第・管理区分 第一■一評価f直が管理濃度に満たない場合

第二管理区分

第・評価値が管理濃度以hであり、かっ、第『二評価値か管理濃度以ド

ﾅある場合

第三管理区分 第二評価植が管理濃度を超える場合

二一腱及びB測定（作業環境測定基†第二条第一項第二弓’σ）二σ）規慰こより行う測

　定（作業環境測定基準第1一条第四項、第十条び）二第二項、第十一・条第二項及び第十

　三条第四項において準用する場合を含む，）をいう，以下1司じ。）を行った場合

管理区分

，i平価il直又はB測定の11碇値と11111定業際物1二係る別表に掲げる御昼濃度

ﾆの比較び）結果

第一管理区分

第一評価値及びB測定σ）測定値（二以止び）測定点においてB測定を実

{した場合には、そのうちの最大値．以1ご同じ。）が管理濃度に満た

ﾈい場合

第．二管理区分
第二評価値か管理濃度以ドであり、かっ、B測定び）測定擁が管理濃度

ﾌ一」・五倍以下でル）る場合（第一一管理区分に該当する場合を除く、）

第｛管理区分
第二評価値が管理濃度を超える場合又はB測定（1）測定値が管理濃度の

黶E ﾜ倍を超える場合

2～4　〔略）

　（評価値の計算）
第三条　前条第一項の第・評価1直及び第二評価1直は：、｝欠σ）式により計算するもσ）とする、

　1。gEA1－1r｝9M1＋1．6・15／（∫（1・g2・1＋0．08・】））

　1。gEA2二1。9M！＋1．151（k｝92σ1＋0．084）

　（これらの式において、EA1、M1、σ1及びEA2は、それぞれ次のfl’1を表すものとする。

　EA］笛・評価値
　M1　A測定び）測定値ぜ）幾1何平均1直

　σ1　A測定の測定値ぴ隻何標準偏差

　EA2第二，i斗i価値）

2（略）

力1‘丈　月

物の種類 管理濃度

・～－｡1十1し　1略）

＿1・九のニ　ホルムアルテヒ ド 0． 11）Pm

三尸～八十一　1略）

備考　二‘ノ壕の下欄のll直は、 温度二日i度、 ■一一 C圧の空気中における濃度を示す，、

別表　（第r条関f系）

詫鍔窯器彫謝恥諮譲魂薦磨瀦朧蕎ま勲蕎慧鰭器響
正内容等の詳細について順次掲載していく予定です。




